様式第３号（第８条関係）
　令和　　年　　月　　日
　福島県知事
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
事業者向け省エネ設備更新事業補助金変更（中止・廃止）承認申請書
　下記により事業者向け省エネ設備更新事業を変更（中止・廃止）したいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第６条第１項の規定により、承認してくださるよう申請します。
記
１　補助金の交付決定年月日及び番号
　　令和　　年　　月　　日付け　第　　　号
２　変更（中止・廃止）の理由
３　変更（中止・廃止）の内容等
(1) 事業内容の変更の場合　　
	変更（中止・廃止）の内容
	補助事業に及ぼす影響

	
	

	
	


※１　変更（中止・廃止）の理由及び内容等は、変更点ごとにできる限り詳細に記入すること。
※２　変更の場合は、「実施計画書」を用い、変更前の計画を上段に、変更後の計画を下段に記載し、二段書きにして添付すること。
(2) 経費の変更の場合
ア　変更前
	補助事業内容
	補助対象経費
	備考

	
	　　　　　　　　　　　円
	

	計
	
	


イ　変更後
	補助事業内容
	補助対象経費
	備考


	
	　　　　　　　　　　　円
	

	計
	
	


４　本件担当者及び連絡先
担当者氏名
電話番号
注１　事業者向け省エネ設備工新事業補助金計画書（様式第２号）の３（１）③補助申請額算出に記載の補助対象経費【Ａ】の金額が増える場合又は２０％を超えて減る場合には、本様式による事業者向け省エネ設備更新事業補助金変更承認申請書を提出し、変更の承認を得る必要があります。なお、補助対象経費が増額しても当初交付決定を受けた補助金額から増額する補助金交付申請は認められません。
　２　用紙の大きさは、日本工産業規格Ａ列４番とすること。
様式第４号（第１０条関係）
　令和　　年　　月　　日
　福島県知事
申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）　　　　　
事業者向け省エネ設備更新事業補助金実施状況報告書
令和　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定のあった事業者向け省エネ設備更新事業の実施状況について、事業者向け省エネ設備更新事業補助金交付要綱第１０条の規定により下記のとおり報告します。　
記
１　補助金交付状況
(1) 　補助事業着手年月日　　令和　　年　　月　　日
(2) 　補助金交付決定額　　　金　　　　　　　円
２　補助事業の実施状況
　　別紙のとおり
３　本件担当者及び連絡先
担当者氏名
電話番号
注１　実施状況は、任意の様式により、当初の計画に対する進捗状況を明確に記載すること。
　２　用紙の大きさは、日本工産業規格Ａ列４番とすること。
様式第５号（第１１条関係）
　令和　　年　　月　　日
　福島県知事
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
事業者向け省エネ設備更新事業補助金完了報告書
　事業者向け省エネ設備更新事業について、下記のとおり完了したので報告します。
記
１　補助金の交付決定年月日及び番号　　令和　　年　　月　　日付け　第　　　号
２　補助金交付決定額  　              金　　　　　　　円
３　補助事業着手年月日  　　　  令和　　年　　月　　日
４　補助事業完了年月日　　      令和　　年　　月　　日
５　本件担当者及び連絡先
担当者氏名
電話番号
注１　この様式は、事業完了の日付で作成すること。
　２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。
様式第６号（第１２条関係）
令和　　年　　月　　日
　福島県知事
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
事業者向け省エネ設備更新事業補助金実績報告書
　下記のとおり事業者向け省エネ設備更新事業を実施したので、福島県補助金等の交付等に関する規則第１２条第１項の規定により、関係書類を添えて、その実績を報告します。　
記
１　補助金の交付決定年月日及び番号
   　令和　　年　　月　　日付け　第　　　号
２　補助金交付決定額　　金　　　　　　　　　　円
３　補助事業の内容　
４　補助事業の期間
　　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
５　事業費の内訳　
	補助事業内容
（設備等の名称）
	消費電力量
	数量
	内訳（円）

	
	
	
	補助
対象経費
	消費税
	合　計

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	―
	
	
	
	



	補助対象経費
	
	【Ａ】

	寄付金その他の収入
	
	【Ｂ】

	県補助金実績算定額
	
	【Ｃ＝(Ａ－Ｂ)×1/2】


６　添付書類　　　　
(1) 　省エネ設備の更新を行った建物、省エネ設備の概要が確認できるカラー写真
(2) 　事業の着手が確認できる書類（次のうちいずれか１種類必須）
ア　注文書の写し
イ　注文請書の写し
ウ　契約書の写し
エ　メール、FAXでの注文の場合は、注文時のメールを印刷したもの、FAXの写し
オ　電話等口頭注文の場合は、日付、注文先、注文元、注文設備型式・数量が確認
できる任意の書面
(3) 　支出が確認できる書類

ア　設置設備の型式、数量が確認できる請求書の写し(必須)
イ　領収書の写し又は銀行等で振込したことが分かる書類（必須）
ウ　クレジット払いの場合は、該当設備（型式明示）が含まれたクレジット会社か
らの請求書、該当設備が含まれた金額が引き落とされたことが確認できる通帳
の写し（必須）
(4)　既存設備を撤去した場合には適正な処分を依頼したことを証する書類（産業廃棄物管理票（マニフェストA票）の写し等）(必須)
 (5)　 福島県環境共生課が実施する「ふくしまゼロカーボン宣言」事業に参加したことがわかる書類（必須）
(6) 「ふくしま省エネ（LED照明等）J-クレジットクラブ入会届」
(7) 「ふくしま省エネ（LED照明等）J-クレジットクラブに入会しない意向の申出書」
　　　※(6)か(7)は、どちらか１つを選択してください。

(8)　J－クレジットクラブに関すること
LED照明設備導入前後の設備情報
※（6）の「ふくしま省エネ（LED照明等）J-クレジットクラブ入会届」を提出された事業者は(8)も合わせて提出してください。

(9)  その他知事が必要と認める書類
　

７　本件担当者及び連絡先
担当者氏名
電話番号
注１　この様式は、事業完了の日（事業の廃止について知事の承認を受けた場合においては、承認を受け
た日）から起算して３０日を経過した日、または交付決定を行った日の属する年度の１月３１日のい
ずれか早い日までに提出すること。
２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。
様式第７号（第１３条関係）
　令和　　年　　月　　日
　福島県知事
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
事業者向け省エネ設備更新事業補助金交付請求書
　令和　　年　　月　　日付けで実績報告を行った事業者向け省エネ設備更新事業について、金　　　　　　　円を交付してくださるよう請求します。
記
	補助事業を実施した施設名称
	

	補助事業を実施した施設所在地
	

	総事業費（税込）
	円

	補助対象経費（税抜）
	円

	交付決定額
	円

	今回請求額
	円


本件担当者及び連絡先
担当者氏名
電話番号
注　用紙の大きさは、日本産業規格A列４番とすること。
様式第８号（第１５条関係）
取得財産管理台帳兼取得財産明細書
	財産名
	規　　格
	単位
	数量
	単価(円)
	金額(円)
	取　得年月日
	処分制限期間
	保　管場　所
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　この様式は、取得財産等管理台帳と取得財産等明細書を兼ねるものとし、導入する機器の単価が
５０万円（税抜）以上の場合に作成すること。
　２　財産名については、導入機器の名称を記載すること。
　３　数量については、同一規格であれば一括して記載して差し支えないが、単価が異なる場合には区別して記載すること。
　４　取得年月日については、納品書記載の年月日を記載すること。
　５　処分制限期間については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数を記載すること。
　６  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。
様式第９号（第１５条関係）
　令和　　年　　月　　日
　福島県知事
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
取得財産処分承認申請書
　事業者向け省エネ設備更新事業補助金により取得した財産を下記により処分したいので、事業者向け省エネ設備更新事業補助金交付要綱第１５条の規定により、承認してくださるよう申請します。　
記
１　補助金の交付決定年月日及び番号
令和    年　　月　　日付け　第　　　号
２　品目
３　取得単価及び時価
４　取得年月日
５　処分の方法
６　処分の理由
７　処分予定価格
８　本件担当者及び連絡先
担当者氏名
電話番号
備考　添付書類は別に指示する。
【Ａ】








